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は じ め に
　本稿は，アメリカのマサチューセッツ州におけるタウン・ミーティング（Town Meeting，以下
「住民総会」とする）について，₂₀₁₇年 ₈ 月の現地調査の結果をふまえて，その特質について考察し
ようとするものである．最近，わが国でも，高知県大川村において，地方自治法に定める町村総
会制度の導入が検討された．このこともふまえ，マサチューセッツ州における住民総会のわが国
への導入可能性についても若干の考察を加えてみたい．　
　本稿執筆にあたっては，筆者も会員である国際都市管理協会（International City/County 
Management Association=ICMA）本部のロス・ホフ（Ross Hoff）氏，ミシェル・フリスビー
（Michele Frisby）氏そしてピアランド市（City of Pearland）のシティ・マネージャー（City 
Manager）であるクライ・ピアソン（Clay Pearson）氏を通じてマサチューセッツ州内の地方自治
体関係者をご紹介いただいた．そして，筆者のヒヤリング調査には，マサチューセッツ州地方自
治体協会（Massachusetts Municipal Association=MMA）のデニース・ベーカ （ーDenise Baker）氏，
カーライル町（Town of Carlisle）のタウン・アドミニストレーター（Town Administrator）である
ティモシー・ゴッダード（Timothy Goddard）氏（以上，現地時間₂₀₁₇年 ₈ 月₂₃日面談），ウエスト
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ウッド町（Town of Westwood）タウン・アドミニストレーターのマイケル・ジャイレット（Michael 
Jaillett）氏，ニードハム町（Town of Needham）のタウン・マネージャー（Town Manager）であ
るケイト・フィッツパトリック（Kate Fitzpatrick）氏（以上，同₂₄日面談），ベッドフォード町
（Town of Bedford）タウン・マネージャーのリチャード・リード（Richard Reed）氏，アーリント
ン町（Town of Arlington）のタウン・マネージャーであるアダム・チャペデレイン（Adam 
Chapdelaine）氏（以上，同₂₅日面談），フランクリン・カウンシル事務局長（Executive Director of 
the Franklin Council of Governments ）リンダ・ダンラビィ（Linda Dunlavy）氏（同₃₀日面談）と
各町・団体関係者にご協力いただいた．この場を借りて御礼申し上げたい．
　 ₁ ．マサチューセッツ州における住民総会制度の起源
　周知のごとく，₁₆₂₀年に現在のマサチューセッツ州南東部地域であるプリマス（Plymouth）に
メイフラワー号でイギリスからピルグリム・ファーザーズ（Pilgrim Fathers）が上陸し，移住した
ことによって，アメリカのニューイングランド地方（New England）への植民が開始されたとされ
ている．彼らの宗教活動は，家族や近隣者との交わりによって実現され，その活動の場として集
団居住の場所としてのコミュニティが形成されていった．その後，多数の清教徒がニューイング
ランド地方に移住し，マサチューセッツ湾植民地が建設され，植民地行政が確立されることに
なった．また，移住者達は，コミュニティ単位で信徒集団を中心にした自立的教会を設立しよう
とした．その際にコミュニティの形成に大きな役割を担ったのが，「タウン（Town）」であった．
　この「タウン」は，当初非公式な住民の集まりによって成り立っていたが，定例の集会への参
加が義務付けられており，「タウン」に関するあらゆる事項，例えば教会の建設，司祭の選択，土
地の区分等は，定例の集まりにおいて決定された．全ての男性住民に，集会に参加し発言する権
利があったが，投票権はマサチューセッツ湾会社の株主である自由民（Freeman）にのみ認められ
ていた．「タウン」では，総会議から設立の承認を得て土地を付与された．設立の発議は，相互に
契約を結んだ住民によって行われ，住民は「タウン」より土地の付与を受け，自給的農業生産に
従事していた．
　しかしながら人口の増加などによる「タウン」の成長に伴い，非公式な会合では住民の総意を
取りまとめることは困難になっていった．そこで住民は，「タウン」単位の住民総会を開催して規
則や課税を決定し，「タウン」の運営管理者を選出し，集会所（Meeting House）において，住民
総会が開かれた．ニューイングランド地方の農村・田園地帯の象徴である尖塔を有するこの建築
物は，現在でも散見され，タウンホール（Town Hall）として住民総会の開催場所に使用されてい
る場合もある．このように町民による住民自治により，秩序ある発展が結果的に保障されていた
のであるがニューイングランド地方への移住者達が，自分たちの町を管理運営するにあたり範を
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求めたのは，彼らの祖国イギリス（England）のタウンであった．イングランドのタウンの起源に
ついては諸説あるようであるが，土地及び収穫物の配分を決定したドイツの原始的な会合に端を
発しているとする説もある1）. ジェームズ・ブライス（James Bryce）は，ニューイングランドの「タ
ウン」について「入植者が植民地に持ち込んだ故国イングランドの伝統から生命を引き出したも
のであるのみならず，未開の土地に小さな集団で分散しながら相互に助け合い，先住民族から自
己防衛した人々の日常的必要から導き出されたものであった」と述べている2）．その意味では，マ
サチューセッツ州の住民総会も，イングランドのそれに起源を求めることができよう．すなわち，
イングランドでは₁₄世紀初頭，地方の教会及びその聖職者達の窮状を救うため，教区（Parish）の
人々による資金拠出を基に，彼らの地域を統治する政府を設立し，年に ₁ 度集会し，教会の保守
や聖職者の手当などについて話し合ったことが住民総会の起源とされている3）．
　以上のように，ニューイングランドの住民総会は「マサチューセッツ湾植民地に端を発し，そ
の後，コネティカット，ロードアイランド，ニューハンプシャー，バーモントそしてメイン州に
と広がっていくこととなった」のであり4），アメリカの住民総会のルーツはマサチューセッツ州に
あるといっても過言ではない．
　₂ ．マサチューセッツ州の地方政府
　現在，マサチューセッツ州には，₃₅₁の地方自治体（Municipalities）が存在している．その内訳
は，市（City）が₅₆団体，町（Town）が₂₉₅団体となっている．このうち，有権者全員が参加する
住民総会である伝統的な開放型住民総会（Open Town Meeting）を実施している地方自治体が，
₂₅₉団体存在している．また，住民の代表者のみが住民総会において投票権を有する代議制の代表
型住民総会（Representative Town Meeting）を導入している地方自治体が₃₆団体ある5）．なお，後
者の場合でも代表者のみが，最終的な投票権を有するものの，それ以外の住民も住民総会に出席
し，発言することが可能である．
　マサチューセッツ州では，同州憲法（Massachusetts Constitution）修正条項（Amendment 
Article LXXXIX.）によって，地方自治体は，人口₁₂,₀₀₀人以上になると市政府形態（city form of 
government）を採用することができるとされ，人口₆,₀₀₀人以上になると代表型住民総会を採用す
ることが可能とされている．したがって，州憲法では人口₆,₀₀₀人未満は，伝統的な開放型住民総
₁ ）　 Zimmerman（₁₉₈₄）p. ₁₀₂.
₂ ）　 Bryce，James（₁₉₂₁）₁₄₇頁．松山武訳（₁₉₂₉）₂₇₇‒₂₈₁頁．
₃ ）　（財）自治体国際化協会編（₁₉₉₈）₂ ─ ₅ 頁．
₄ ）　 Zimmerman（₁₉₉₉）pp. ₁₅─₂₆，Zimmerman（₁₉₉₈），p. ₅₃. 出口育子訳（₂₀₀₃）₂₅₉頁．
₅ ）　MMA.（₂₀₁₇）p. ₉．
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会の採用を義務付けていることになるものの，人口₁₂,₀₀₀人以上の地方自治体に市になることと人
口₆,₀₀₀人以上の地方自治体に代表住型住民総会を採用することをあくまでも「可能」としている
だけで，義務付けているわけではない．実際に，人口₁₂,₀₀₀人以上の地方自治体でも，町として伝
統的な開放型住民総会制を実施している地方自治体も存在し，₆,₀₀₀人以上₁₂,₀₀₀人未満の地方自
治体がすべて代表型住民総会を実施しているわけではない．
　州憲法では，人口₁₂,₀₀₀人以上の地方自治体が市政府となることを選択した場合には，州法に定
められた市政府形態を採用し，住民総会は設置できないとされている．同州法（General Laws 
Chapter ₄₃）では，市政府形態として様々な選択肢を提示している．これを大別すれば下記のよう
な制度となる．
　第 ₁ は，首長―議会制（Mayor-Council System）である．この首長―議会制は，アメリカにおい
て，最も伝統的な市政府形態である．住民は首長・議会議員及びその他の選挙されるべき役員を
選出するものの，首長を名実ともに行政の最高責任者にしようとするものである．この制度の短
所には，いわゆる首長に対する権力集中の指摘，すなわち，首長の権限があまりにも強大なため，
独裁政治に陥る危険性を有しているという指摘がある．しかしながら住民により選挙すべき主要
役員などを増加させ首長の権限を弱めたり，リコール制度の活用によりこの短所を補う方法も見
いだされており，むしろ問題となるのは，この制度における首長及び議会議員がいわゆる「政治
家」で，行政的に素人である可能性が強いということである．すなわちこの制度の下では，首長
及び議会議員は，極めて政治的に行動する傾向が強く，場合によっては党利党略，派閥間の抗争
等により，正常な行政執行及び議会運営が妨げられたり，首長と議会の関係が行き詰まったりす
る可能性を有しているといえる．このような短所を克服するために登場したのが行政管理官
（Chief Administrative Officer）型であり，マサチューセッツ州の市はこの制度も選択可能と考えら
れる．この制度においては，行政上の諸問題について首長を補佐する行政管理官が首長の任命に
よって置かれている点に特色を有している．この行政管理官は，行政運営上のかなりの権限を首
長より付与されていて，首長は，政策決定のみを行い，実際の行政執行は，主にこの行政管理官
が行っている場合が一般的である．また，行政管理官は首長に対してのみ責任を負うもので，議
会及び住民に対する責任は代わって首長が負うことになる．
　次に委員会制（Commission System）があげられる．この制度においては，委員会が全体として
議決機関の役割を演じると同時に，各委員が個別的に，行政各部局の長として行政を司る仕組み
を採用している．この制度のもとにおいても首長は存在し，委員選挙時に特定して選出される．
しかし首長は，名目的・形式的首長であり，議長として委員会を主宰する他は，他の委員と同様
に委員会において投票し，いずれかの行政部局の長となり，拒否権など特別な権限を有していな
い．したがって，この制度の下では，合議制の委員会が，最高意思決定機関であり，執行機関で
もある．
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　最後は，議会―支配人制（Council-Manager System）である．この制度は，シティ・マネー
ジャー制とも呼ばれ，住民によって選挙された議員で構成される議会によって任命される支配人
（シティ・マネージャー）が首長に代わって行政を執行する制度である．したがって，議会は政策決
定のみを行い，その執行は，専門的な教育・訓練を受けたいわば地方行政のプロである支配人に
任されるという制度である．この支配人は，行政各部局の指揮命令権のほか，一般的に全部局の
長の任免権も有している．ただし，支配人は議会に対してのみ責任を負い，住民に対する責任は
代わって議会が負うことになる．
　以上のように，マサチューセッツ州には多様な地方自治体の形態が存在している6）．この他にも，
議員を Council member と呼ばずに Aldermen とする市も散見される．また，エバレット市（City 
of Everett）議会は ₂ 院制を採用していた（現在は廃止されている）．マサチューセッツ州では，歴
史や伝統の影響を受けつつ，各自治体や住民の創意工夫あふれる制度がみられる．以下，本稿で
は，同州の住民総会制度に焦点をあてて論述していく．
₃ ．マサチューセッツ州の住民総会制度
　前述のごとく，マサチューセッツ州では，この住民総会制度に ₂ つのタイプが存在するので両
制度を詳しくみていく．
（ １）開放型住民総会制
　この制度が，住民総会制度の起源であり，最も伝統的な形態でもあり，直接民主政の原型を成
すものといえる．前述のようにマサチューセッツ州内の地方自治体₃₅₁のうち，₂₅₉がこの制度を
採用しており，同州では最も一般的・普遍的な方式であるともいえる．「政治的平等，人民主権及
び開かれた率直な討論という特質を持った住民総会は，市民に地域的問題について自ら統治する
ことを可能にしている」と開放型住民総会制の高く評価する見解もみられる7）．
　この制度では，図 ₁ のように少なくとも年 ₁ 回有権者全員が参加できる住民総会が開催され，
役職員の選出，条例・予算の議決，地方債発行の議決，その他の案件の決定を参加者全員の議論・
投票によって行うものであり，この住民総会が議事機関の役割を担っている．これとは別に政策
立案の役割を担うのが理事会（Board of Selectman）である，理事（Selectman）は，住民によって
選出されるが，その数は ₃ 名， ₅ 名又は ₇ 名のいずれかである．理事会は月に ₂ 回ほど開催され，
案件を協議したり，住民総会に審議する議題なども検討したりする．実質的な政策実施や行政は，
₆ ）　佐々木信夫他（₂₀₁₁）₄₂─₅₁頁．
₇ ）　 Magleby，David B.（₁₉₈₄）p. ₁₈₀．
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理事会によって任命される首席行政官としてのタウン・マネージャーあるいはタウン・アドミニ
ストレーターなどが担っている場合がほとんどである．住民総会では，選出された議長
（Moderator）が議事進行を行う．
　今回の調査対象としたウエストウッド町は，人口₁₄,₇₆₈人（₂₀₁₀年 Census）で州内₁₃₀位の中都
市であるが，開放型住民総会を採用している．通常，年 ₂ 回春と秋に住民総会を開催している．
これとは別に特別住民総会を実施する場合もある．同町では， ₃ 名の理事が住民から選出されて
理事会を組織している．理事会は月 ₂ 日程度開催され，日常の政策形成機能を担っており，住民
総会の招集権や議案提出権も有している．この理事の他に町民が選挙する役職には，住民総会議
長，書記官（Town Clerk）, 法務官（Town Collector），会計責任者（Town Treasurer）がある．教
育委員会委員（School Committee）， 図書館運営委員会委員（Library Trustees）など ₇ つの委員会
委員を選出する．理事会は，タウン・アドミニストレーターを任命しており，情報・技術（Infor-
mation & Technology），人事（Human Resources），土地利用（Land Use），行政管理・財政（Ad-
ministration & Finance）， 危機管理（Public Safety），公共事業（Public Works），福祉（Human 
Service）の行政部局をこのアドミストレーターが管理している．この他，理事会は委員会などの
委員を指名している．これらの委員会への参加を通じて，より多くの住民に政策形成へ参画して
もらう機会を創出しているといえよう．また，理事会の判断により公聴会（Public Hearing）も行
われている．
　春の住民総会は ₅ 月の第 ₁ 月曜日午後 ₇ 時₃₀分から，秋の住民総会は₁₁月の第 ₂ 月曜日に同じ
く午後 ₇ 時₃₀分から町内高校の大講堂で行われている．同町は住民総会の定足数を₁₇₅名と定めて
住　　民　Citizens　（有 権 者 Voter）
住民総会　Open Town Meeting
選挙 選挙
任命
理事会
Board of Selectman 首席行政官
Town Manager
Town Administrator
主要役員
各種委員会
委員
行　　政　　部　　局
図 １ 　開放型住民総会制
出所）著者作成
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おり，毎年それを上回る₅₀₀人ほどの住民が出席している．₁,₀₀₀人を超えた場合があり，体育館も
使用したことがあるという．なお，秋の総会は，理事会の判断により中止される場合がある．こ
の場合は，理事会は ₉ 月₁₅日までに中止を決定し，住民に告知しなければならない．
　採決は， ₁ 回目は，住民が賛成 Yes（Aye or Yea）あるいは反対 No（Nay）を議長の合図で発生
し，声が大きい方に決するという発声投票（Voice　Vote）という伝統的な方法を採用している．
ただし，この方法で議長が賛否を判断できないと思った場合には，起立による採決を行っている．
　住民総会は数日に及ぶ場合もあり，その際には同町では，月曜日と水曜日に住民総会を開催し，
案件を審議していく．
　以上のように，同町は開放型住民総会―理事会―首席行政官型の政府形態を採用している．同
町は₁₉₇₀年に憲章（Charter）を制定しており，この政府形態の詳細や住民総会の運営方法などは，
この憲章や条例（By-Law）によって定められている8）．
（ ２）代表型住民総会制
　この代表型住民総会においては，図 ₂ のようにすべての住民が総会に出席し，発言することは
認められているものの票決権はなく，選挙された代表者によってのみ議決権が与えられている方
式である．開放型住民総会に比して，住民の議決権が制約されることから限定的住民総会（Limit-
ed Town Meeting）と呼ばれることもある．この制度の起源としては，₁₉₁₅年にマサチューセッツ
州ブルックライン町（Town of Brookline）で，代表制住民総会について，市民グループが採用の賛
否を住民投票にかけることを認める法律の施行を州議会に請願したことがあげられる．州議会は
同町が同制度の採用を認める特別法を施行し，ブルックラインの有権者は同年に代表型住民総会
制を採用した9）．現在，マサチューセッツ州内地方自治体のうち₃₆団体がこの制度を導入している．
　前述の開放型住民総会との最大の相違点は，全住民から住民総会で議決権を有する住民である
代議員（Town Meeting Member）を選挙するという過程が加わることである．この代議員の数は，
当該自治体の憲章などで決まっている．その他，住民によって ₃ 名， ₅ 名又は ₇ 名の理事が選出
され，理事会（Board of Selectman）を構成し，政策形成や住民総会案件審議などの役割を担う点
や実質的な政策実施や行政は，理事会によって任命される首席行政官としてのタウン・マネー
ジャーあるいはタウン・アドミニストレーターなどが担っていること，さらに，住民から選出さ
れた議長が議事進行を行う点においては共通している．この制度については「代表型総会は，直
接民主政の要素を維持しつつ，同時に，政策過程における一層の効率性を促進しようとする試み
₈ ）　ウエストウッド町での現地調査（₂₀₁₇年 ₈ 月₂₄日実施）及び同町 HP：http://www.townhall.west 
wood.ma.us/gov/default.htm（同年 ₈ 月₃₀日最終アクセス）による．
₉ ）　Zimmerman（₁₉₈₇）pp. ₅₅─₅₆, Zimmerman（₁₉₉₉）p. ₁₈₀.
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である」とこれを評価する見解もある10）．
　今回の調査でヒアリングを行ったアーリントン町（Town of Arlington）は，人口₄₃,₇₁₁人で州内
₃₀位の地方自治体で，日本の市にも匹敵する規模であるが，町として代表制住民総会を実施して
いる．全市₂₁選挙区から住民によって選出された₂₅₂人の代議員によって，年 ₁ 回の年次住民総会
が ₄ 月に開催されている．また，これとは別に特別住民総会が召集されることがあり．いずれの
総会でも議決権は代議員によって行使されるが，すべての住民は総会に出席し，意見を述べるこ
とができる．この場合には事前に代議員に申し出て，代議員からの指名と議長の許可を得て発言
が可能となる．議長は住民から直接選出される．住民総会は町役場の大講堂で行われており，採
決方法にはボタン式投票を導入している．
　また，同町では ₅ 人の理事が住民から選挙され理事会を構成しており，その権限などは開放型，
住民総会制度の理事会と同様である．このほかに住民によって選挙される役職には，書記官，会
計責任者，住宅管理責任者（Housing Authority），教育委員会委員，資産評価委員会委員（Board 
of Assessors）などがある．
　また，同町では理事会によって任命されるタウン・マネージャーが，施設管理（Facilities），健康・
福祉サービス（Health and Human services），情報・技術（information Technology），法務（Legal），
土地・コミュニティ開発（Planning and Community），公共事業（Public Works）， 人事（Human 
Resources）， 図書館（Library），レクレーション（Recreation），警察（Police），消防（Fire）などの
10）　Renner, Tari and Victor S. DeSantis（₁₉₉₉）pp. ₁₉₅─₁₉₆，小滝敏之（₂₀₀₄）₂₉₈頁．
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部局を管理している．
　同町は憲章を制定しておらず，以上のような統治組織の詳細は，同町条例や州の一般法や特別
法（Special Act）の適用を受けている11）．
（ ３）タウン・マネージャーとタウン・アドミニストレーター
　住民総会を設置する町には，理事会が任命するタウン・マネージャー，あるいはタウン・アド
ミニストレーターが設置されているのは前述の通りである．小規模な一部の町には，セクレタ
リー（Secretary）など様々な名称で設けられている場合もある．いずれも理事会の決定に基づき
日々の行政や政策執行の役割を担う職であるが，これらの相違点について「タウン・アドミニス
トレーターは，タウン・マネージャーになることを望んでいた．タウン・アドミニストレーター
もタウン・マネージャーも理事会に対して直接責任を負うという点では共通するが，基本的には，
タウン・アドミニストレーターが CAO（Chief Administrative Officer）であり，タウン・マネー
ジャーが CEO（Chief Executive Officer）という関係に近い．タウン・アドミニストレーターは理
事会のもとで日常的な行政運営に責任を負うが，タウン・マネージャーはより政策的判断も含め
た行政の最高責任者として振る舞うことになる．タウン・アドミニストレーターからタウン・マ
ネージャー制に変更になったとしても，理事会が政策的判断の中枢を担うことには変わりはない
が，タウン・マネージャーは理事会が政策的判断を行う際の重要なパートナーになり，実質的に
行政の最高責任者として活動することになる．タウン・マネージャーは，タウン・アドミニスト
レーターよりも，多くの幹部公務員の任命権や常設的委員会の任命権，さらには予算編成権が付
与されるため，よりまとまりのある専門的判断や専門的行政運営が可能となる」と指摘されてい
る12）．今回の調査でこの指摘は基本的には今日でも存在するものの，憲章や条例の改正などによっ
て，かなり権限強いタウン・アドミニストレーターも存在することとなり，以前ほどは厳格な相
違はなくなってきていることが確認できた．また，タウン・アドミニストレーターやタウン・マ
ネージャーの経歴については，「公共政策や行政関係の修士号取得者が増える傾向にあるが，それ
ぞれの自治体の状況によって，その専門とする分野は，地域計画，会計，土木・建築等多様であ
る」との指摘が存在するが13），今日では，小規模な自治体も含めて，公共政策や行政学関係の修士
号取得者が増加する傾向が強くなってきていることを確認することができた14）．
11）　アーリントン町での現地調査（₂₀₁₇年 ₈ 月₂₅日実施）及び同町 HP：https://www.arlingtonma.gov/
town-governance（同年 ₈ 月₃₀日最終アクセス）による．
12）　今川 晃・田中 啓太郎（₂₀₁₂）₂₉─₃₀頁．
13）　同　₃₀頁．
14）　マサチューセッツ州自治体協会（MMA）でのヒヤリング調査（₂₀₁₇年 ₈ 月₂₃日実施）による．
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₄ ．わが国の状況と住民総会の導入可能性
（ １）わが国における町村総会の実施状況
　周知のごとく，わが国には地方自治法上の制度として「町村総会」が認められている．この制
度は，地方自治法の前身である町村制のころから行われていた．町村制第₃₈条には，「特別ノ事情
アル町村ニ於テハ町村条例ヲ以テ町村会ヲ置カズ選挙権ヲ有スル者ノ総会ヲ設クルコトヲ得」と
規定されていた．当然のことながら，現行地方自治法₉₄条の「町村は，条例で，第₈₉条の規定に
かかわらず，議会を置かず，選挙権を有する者の総会を設けることができる」の町村総会の規定
は，この流れをくむものであろう．さらに，第₉₅条ではこの町村総会に関して，「町村の議会に関
する規定を準用する」と定めている．
　総務省等の調査によると，町村総会を過去に行っていた町村は，八丈小島の旧宇津木村（現，八
丈町）と旧芦之湯村（現，箱根町）のみである．なお，長野県王滝村においては，₂₀₀₅年に住民総
会導入のための条例案が提出されたが，採択されなかった．また，最近では高知県大川村が議会
活性化の一環として着目し，この制度の調査研究の必要性を検討している．詳しくこれらについ
て考察していく．
　まず，箱根町役場の資料並びに朝日新聞（₁₉₉₅年 ₁ 月 ₁ 日付朝刊，横浜版）の報道によると，旧
芦之湯村では，大正時代から旧憲法下の町村制の規定に基づき「公民総会」が設置されていたと
いう記録（「芦之湯村公民總會々議録」₁₉₄₇年 ₃ 月₂₆日付）が残っている．旧芦之湯村は，東西約₁.₅
キロメートル，南北約 ₂ キロメートルの小さな村で，人口については諸説あるが，極めて少数で
あったことは確認できている．注目すべきは，同村には，松坂屋ときのくにやという温泉宿があ
り，両旅館の主人が従業員や関係者を統率していた．したがって議会の設置は必要なく，利害の
調整はこの ₂ 人の主人の合意によりなされ，その結果が総会にはかられ全会一致の賛成でこれを
認めるのが通例であった．なお，地方自治法制定後，新法に基づく「町村総会」が実施されたか
否かは定かではなく，同村では₁₉₄₇年に議会が設置されたという記録（「芦之湯村會」が開催された
ことを示す「芦之湯村會々議録」₁₉₄₇年 ₆ 月₁₃日付）が残っている．₁₉₅₄年には箱根町と合併し，現
在に至っている15）．
　次に，八丈小島についてであるが同島には，旧鳥打村と旧宇津木村という ₂ つの村があった．
旧宇津木村の人口は，約₅₀人程であった．小さな島に ₂ つの村が存在した理由は，同小島の地理
的要因によるものである．すなわち，北端から南端までの道のりが非常に険しいため， ₂ つの学
校を設置することが必要であったこと，また ₂ つの村の主たる産業が農業と漁業に分かれていた
15）　佐々木信夫他（₂₀₁₁）₆₇─₆₈頁．
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ことなどである．そして，旧鳥打村には議会が置かれ，旧宇津木村では住民総会が実施されてい
た．地元紙の「南海タイムス」第₅₄₂号によれば，旧宇津木村に「町村総会」が導入されたのは，
₁₉₅₁（昭和₂₆）年 ₄ 月 ₁ 日とされる．八丈小島に地方自治法が施行されてからの ₃ 年半は，旧宇津
木村でも村議会によって村政が運営されていたが，「人口僅かに₆₀人で有権者は₃₀名であるが，最
近になって村会議員（定数 ₄ 名）や村民の転出が目立って多くなり，村会議員の改選を目前にして
議員の適任者もすくなくなってゆく」ことから，「改選するよりも地方自治法第₉₄条によって議会
をおかず，村民総会を設置し選挙権を有する村民が会議を開き村条例を採決したり村政を運営す
る方がよいではないかと世論を徴し検討の結果，去月₃₀日村条例を村会で可決， ₄ 月 ₁ 日から実
施することになった」として，旧宇津木村における「町村総会」の導入の背景を紹介している．
東京都公文書館所蔵の資料には，旧宇津木村が当時の八丈村（現，八丈町）に併合される際の宇津
木村民総会議事録が残されていた．これによると，同総会は菊池政邦氏を議長（村民総会会長）と
し，有権者₃₃人中，出席していた₁₇人の村民で構成され，出席者の全会一致で八丈村への併合を
認めている．その後，旧宇津木村民総会の機能は，八丈村議会に移行されたため，これが最後の
同村民総会となったと思われる．また，₂₀₀₉年 ₉ 月の筆者らによる現地調査によると，総会の実
施場所は小学校あるいは当時の村役場，場合によっては村民総会会長宅で行われたということで
あった．総会の議題は多岐にわたり，前述のような合併の協議という大きな問題から，村民の日
常生活に至る問題まで様々であった．また，村内の数名の実力者が村民の意見の集約を図ってい
たことで，議事が紛糾することはほとんどなく，村長または会長の提案する議題が全会一致で可
決されることが多かった．以上を総合的に判断すると，人口が少なく，そして八丈小島を守るあ
るいは村を守るという意味では住民の利害対立が少なかった旧宇津木村は旧鳥打村と比較して，
村民の居住可能区域が著しく狭く，住民が一か所に集合しやすい環境にあった．したがって，八
丈小島における住民総会は，同小島が ₁ つの村で構成されていた場合は不可能であっただろうと
考えられる．この八丈小島の事例は，現在のわが国において住民総会の導入可能性を考察するに
あたり，比較的利害対立の少ない離島が単独で町村を構成する場合などに適用可能であることを
示すものと考えられる16）．今回の調査対象としたマサチューセッツ州においても，人口が₇₆人と州
内で最も少ないゴスノルド町（Town of Gosnold）は，ケープコッド湾に浮かぶ離島の町で，開放
型住民総会が行われている．
　次に，王滝村について，₂₀₀₉年 ₈ 月に実施した同村での筆者らの現地調査によると，₂₀₀₅年 ₆
月₂₃日開催の同村議会本会議において，「村民総会設置運営基本条例案」が三浦清吉議員らによっ
て，総務文教委員会に議員提出されたが採択されず，その後，「村づくり特別委員会」で討議して
いく旨の報告がなされている．この条例案は，議会の代わりに₁₈歳以上の村民を構成員とする村
16）　同　₆₈─₆₉頁，榎澤幸広（₂₀₁₁）₉₃─₁₁₈頁，黒岩啓太（₂₀₁₅） ₇ ─₁₅頁．
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民総会の設置を規定したものであった．当時，同村は，₁,₀₀₀人を僅かに上回る人口規模であり，
財政状況の悪化とそれに伴う合併協議の不成立のなかで，議員定数削減が急務であった．そのた
め，同委員会には議員定数を₁₀人から ₆ 人にする削減案も提出されていたが，それでは，民意が
十分に反映されないという危惧から，同議員が中心となって村民総会の設置案が提示されたもの
である．しかしその後の「村づくり特別委員会」では，村民総会に関する具体的な討議はなされ
ず，議員定数が ₈ 人に削減された．その後さらに減員され現在は ₆ 人となっている17）．
　さらに，高知県土佐郡大川村が，同村議会の活性化を考えるなかで，町村総会制度に着目し，
この制度の調査・研究に着手している．同村は高知県北部に位置し，面積₉₅.₂₇㎢人口₃₉₆人，世帯
数₂₁₀世帯で，高齢者人口（₆₅歳以上）は，₁₇₁人で高齢化率は₄₃.₂％となっている（国勢調査結果，
₂₀₁₅年₁₀月 ₁ 日現在）．同村では，議会議員定数を₂₀₀₃年 ₅ 月に₁₀人から ₈ 人に減員し，₂₀₀₇年 ₅
月には ₈ 人から ₆ 人として現在に至っている．同村は，₂₀₀₃年に合併特例法に基づく周辺 ₂ 町（土
佐町・本山町）との合併を模索したが，土佐町の反対などにより，合併構想は頓挫している． この
ような状況を踏まえて，₂₀₁₄年と₂₀₁₅年にも，大川村議会において町村総会が設置を検討した経
緯があるものの，具体的な進展はなかった． ₂₀₁₇年 ₅ 月₁₅日に同村議長が，地方自治法上の町村
総会制度を導入し，同村議会を廃止して「村総会」を設置することや議会の組織のあり方などを
議会運営委員会へ諮問し，₂₀₁₇年₁₂月₂₀日に答申するように求めていた．次の村議員選挙が実施
される予定の₂₀₂₀年 ₄ 月を見据えて，町村総会について調査・研究を進めていた．₂₀₁₆年 ₃ 月同
村で筆者が行った現地調査においては，関係者からのヒヤリングにより，「村総会」ありきという
考え方ではなく，議員のなり手不足という現実に直面した議長が住民の関心を喚起する意味で，₁
つの起爆剤的な意味を込めて諮問していたことが確認された．その後もあまり状況が変化しない
ままに，今回も同様の趣旨で諮問がなされたことが予想されるが，今回はマスコミの注目すると
ころとなり，高知県や総務省を巻き込む形で事態が推移し，全国的に注目をあびることとなった．
₂₀₁₇年 ₈ 月には早くも諮問されていた同村議会運営委員会は，「今後も議会維持は可能」という答
申をまとめている．この答申では，地方自治法では「町村議会の規定が準用される」としか言及
されておらず，現時点での検討は困難であると指摘しており，総会の運用方法などを話し合うた
めに総務省の設置した有識者研究会の検討内容を把握した上で，調査・研究を進めるのが望まし
いとしている．しかしながら，同年 ₉ 月に開催した村議会において，和田知士村長は「村総会」
に関する検討を中断することを表明した．この理由として，高知県の協力で議会の維持や村の活
性化に向けた方策を検討中であることを挙げている．今後の動向が注目される18）．
17）　佐々木信夫他（₂₀₁₁）₆₉─₇₀頁．
18）　小山 善一郎（₂₀₁₇）₄₅─₄₈頁 , 総務省 HP：http://www.soumu.go.jp/main_content/₀₀₀₄₉₉₇₈₇.pdf 及び
共同通信「「村総会」の検討中断，大川村　高知県の支援で議会維持へ」：https://this.kiji.is/₂₇₉₇₉₅₇₇₉₁₃ 
₃₉₁₅₁₃₉?c=₇₇₂₇₅₉₆₅₈₂₇₃₈₄₈₂₁　（最終アクセス₂₀₁₇年 ₉ 月₁₅日）．
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　これらの動向とは別に国レベルにおいては，第₂₂次地方制度調査会において「小規模町村のあ
り方についての答申」（₁₉₈₉年₁₂月 ₆ 日）のなかで「小規模町村がその判断により，町村総会の制
度の活用を図ることができるよう，検討する」として町村総会の活用が提言されている19）．また，
地方分権推進委員会第 ₂ 次勧告（₁₉₉₇年 ₇ 月 ₈ 日・地方分権推進委員会）において「第 ₆ 章地方公共
団体の行政体制の整備・確立」の「Ⅴ住民参加の拡大・多様化」のなかで，「 ₅ ．町村総会への移
行」として 「国は，小規模町村が地方自治の ₁ つのあり方として，条例により町村総会へ移行でき
ることについて周知する」としている20）．さらに，第₂₉次地方制度調査会の第₁₁回専門小委員会に
おいて質疑が行われている21）．大川村の動向にも呼応するように総務省は，₂₀₁₇年 ₇ 月に「町村議
会のあり方に関する研究会」を発足させ，町村総会の弾力的運営の可否についても検討を進めて
いる22）．
（ ２）わが国への導入可能性
　このようなわが国の状況を踏まえて，マサチューセッツ型の住民総会のわが国の町村総経への
導入可能性について言及したい．まず，わが国の場合，地方自治法は「選挙権を有する者の総会」
としていること，町村総会設置の趣旨から，同州の代表型住民総会の採用は疑義が生じる可能性
もある．開放型住民総会を念頭とした場合，わが国では図 ₃ のように議事機関として議会に代え
19）　第₂₂次地方制度調査会答申．
20）　内閣府 HP：http://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/₈₄₁₈₇₇₅/www₈.cao.go.jp/bunken/bunken-iinkai/index-bu.
html（₂₀₁₇年 ₈ 月₃₀日最終アクセス）．
21）　総務省ＨＰ : http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/chihou_seido/singi/No₂₉_senmon_₁₁.html#₀₂
（同日最終アクセス）．
22）　同 HP : http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/choson_gikai/index.html（同日最終アクセス）．
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て町村総会を設置するので，執行機関としての首長は存在することとなることに留意しなければ
ならない．地方自治法は，「町村の議会の規定を準用する」としており，特に同法に定める長と議
会の関係をどのように設計するかは大きな問題であろう．また，総会の成立要件なども問題とな
ろう．地方議会の定足数を過半数としていることから，これをそのまま準用すれば大川村の₂₀₁₇
年 ₆ 月 ₁ 日現在の有権者数が₃₅₄人であることから，定足数は₁₇₇人となる．今回の調査で訪問し
たロウ町（Town of Rowe）は，₃₉₄人と大川村とほぼ同じ人口規模であるが，開放型住民総会への
出席者は₅₀～₇₀人程度で，定足数は₁₅人に設定しているという23）．このようなマサチューセッツ州
事例から考えても過半数はかなり高いハードルである．むしろ，直接民主制である町村総会の性
格から直接請求制度の規定を準用して，議案によって ₃ 分の ₁ や₅₀分の ₁ を定足数とするのが現
実的かもしれない．町村総会制度と直接請求制度は独立した別個の制度であるが，どちらも直接
民主制に基づくものであることにも留意すべきである．なお，前述の王滝村議会に提出された
「村民総会設置運営基本条例案」においては，同一案件で再度召集された総会では，定足数を問わ
ないという規定を設け，対応している．
　これをクリアするための方策として電子投票や IT 技術の活用することも一案ではある24）．しか
しながら財政的に困難であろう．今回の調査対象としてした町のなかでウエストウッド町は住民
総会時の登録をコンピュータ化していたが，表決は前述のように発声投票と起立による採決方法
を用いている．また，代表型住民総会を実施しているアーリントン市では，代議員による表決に
ボタン式投票機を使用している．しかしながら端末機などを使用した本格的な導入には至ってい
ない25）．もちろん導入する場合には，支出が発生するため住民総会で審議されることとなる．日本
の場合，よく紹介されている栃木県今泉町の試みなどは参考に資するものであろう26）．財政面での
対応策として関連企業などとの協働を模索する方策もあろう．
　何よりも問題となるのは住民の意識である．建国以前からの住民自治の伝統を受け継いでいる
マサチューセッツ州民と住民自治の意識がまだまだ低いわが国とでは，その前提条件が大きく異
なるといえよう．もちろんアメリカと日本の基礎的自治体の業務量の相違には留意する必要があ
るものの，大川村での住民総会検討の理由の ₁ つとして議員へのなり手不足ということをみても
それは明らかである．代表型住民総会でも代議員はもちろんボランティアであるし，激務ともい
える理事も謝礼程度の金額が支払われるだけである．住民自治の向上のためにわが国に採用可能
と思われるものにマサチューセッツ州住民総会の理事会と委員会の制度がある．
　理事会は，前述のように住民から選出された理事によって構成されるが，住民総会の議題など
23）　ロウ町での現地調査（₂₀₁₇年 ₈ 月₂₉日実施）による．
24）　Budge（₁₉₉₆）pp. ₁－₅ ，杉田敦他訳（₂₀₀₀） ⅴ─ⅺ頁．
25）　ウエストウッド町及びアーリントン町での現地調査による．
26）　 http://shioyanews.polineco.jp（₂₀₁₇年 ₇ 月₁₂日最終アクセス）
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を整理してその準備を進める会議体である．タウン・マネージャー，タウン・アドミニストレー
ターや住民総会議長とも連携し，総会が円滑に運営されるように努力を重ねている．わが国の場
合も，住民総会を首長や職員に任せるのではなく，住民総会運営委員会を設置するのも考えられ
よう27）．現在でも議会運営委員会は町村議会に設置されているので，あまり難しいことではないと
思慮する．構成員は選挙するのもよいが，集落単位の責任者などで構成してもよいかもしれない．
もちろん，住民総会議長（会長）の役割も大きい．八丈小島旧宇津木村の事例でも会長職が置かれ
重要な役割を担っていたことが窺える．マサチューセッツ州でも総会議長の役割の重要性につい
ては，筆者がヒヤリング調査を行ったすべての関係者が認めており，その性格上，長期にわたり
同職を務める場合が多くなっている．
　委員会については，「今日の住民総会政府の要は，委員会のシステム（Committee System）であ
る．そこでは，ある立法機関の委員会によって典型的に遂行される調査や議論の機能を営んでい
る．そして，委員会の委員はその問題の専門家となり，住民総会にアドバイスを提供するように
なる」とその重要性を指摘する見解もあるように28），理事会のもとには多くの委員会が存在し，一
般市民から夥しい数の委員が指名・任命されている．今回，調査対象としたウエストウッド市で
も₃₀以上の委員会（Committee）や審議会（Board）が存在し，₂₀₀人以上の市民が参加してい
る29）．この委員会等の設置と委員の任命は，住民総会における意思決定過程全体の仕組みの中で重
要な意義を有していることはいうまでもない．また，同時に一般住民が委員会に参加し政策立案
や自治体の抱える問題を認知することによって，市政への参加意識が向上することも期待できる．
注目すべきはすべてが無報酬つまりボランティアとして活動をしているという点である．
　一口に住民総会といっても様々な形態が存在する．本稿ではマサチューセッツ州の開放型と代
表型住民総会制を中心に論じてきたが，採用している各州で運用や実施方法で多様な形態がある．
今回，マサチューセッツ州以外で調査対象としたバーモント州では，議案の説明を行い，議事提
案理由の質疑応答のみで討論は行わず，あとは投票だけを行うことを内容とした住民投票型の住
民総会制度を導入している自治体もあった30）．詳細は別稿で論じてみたいと思う．わが国の場合，
重要な点は，ある程度は国や都道府県の助力は得るものの，基本的には実施する町村の実情に合
致した町村総会をその町村民が考案し，制度設計することであろう．それが住民自治や住民参加
意識の向上の第一歩にもなり，真の意味での「日本型町村総会制」の構築になるのではないだろ
うか．
27）　田中孝男（₂₀₀₀）₁₀₂─₁₅頁．
28）　Zimmerman（₁₉₉₉）pp. ₂₇－₅₇
29）　ウエストウッド町資料による．
30）　バーモント州内自治体での現地調査（₂₀₁₇年 ₈ 月₂₈・₂₉日実施）による．
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